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1-1．厚生労働省モデル就業規則(令和4年11月版)

出典：(厚労省)モデル就業規則(令和４年11月)抜粋【第40条割増賃金】

（割増賃金）
第４０条 時間外労働に対する割増賃金は、次の割増賃金率に基づき、次項の計算方法により
支給する。
（１）１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この場合の１か

月は毎月 日を起算日とする。
① 時間外労働４５時間以下・・・２５％
② 時間外労働４５時間超〜６０時間以下・・３５％
③ 時間外労働６０時間超・・・・・５０％
④ ③の時間外労働のうち代替休暇を取得した時間・・・３５％（残り１５％の割増賃
金は代替休暇に充当する。）

（２）１年間の時間外労働の時間数が３６０時間を超えた部分については、４０％とする。こ
の場合の１年は毎年 月 日を起算日とする。

（３）時間外労働に対する割増賃金の計算において、上記（１）及び（２）のいずれにも該当
する時間外労働の時間数については、いずれか高い率で計算することとする。
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1-2．厚生労働省モデル就業規則(令和4年11月版)

２ 割増賃金は、次の算式により計算して支給する。
（１）月給制の場合

①時間外労働の割増賃金
（時間外労働が1か月45時間以下の部分）
基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当

１か月の平均所定労働時間数

（時間外労働が1か月45時間超〜60時間以下の部分）
基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
１か月の平均所定労働時間数

（時間外労働が1か月60時間を超える部分)
基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
１か月の平均所定労働時間数

（時間外労働が1年360時間を超える部分）
１か月の平均所定労働時間数

×1.25×時間外労働の時間数

×1.35×時間外労働の時間数

×1.50×時間外労働の時間数

×1.40×時間外労働の時間数

出典：(厚労省)モデル就業規則(令和４年11月)抜粋【第40条割増賃金】
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1-3．厚生労働省モデル就業規則(令和4年11月版)

② 休日労働の割増賃金（法定休日に労働させた場合）
基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
１か月の平均所定労働時間数

③ 深夜労働の割増賃金（午後１０時から午前５時までの間に労働させた場合）
基本給＋役付手当＋技能・資格手当＋精勤手当
１か月の平均所定労働時間数

×1.35×休日労働の時間数

×0.25×深夜労働の時間数

解説
【第４０条 割増賃金】
１ 法定労働時間を超えて労働させた場合には２割５分以上、法定休日（週１回又は４週４日）に労働させ
た場合には３割５分以上、深夜（午後１０時から午前５時までの間）に労働させた場合には２割５分以
上の割増率で計算した割増賃金をそれぞれ支払わなければなりません（労基法第３７条第１項・第４項）。
なお、時間外労働が深夜に及んだ場合には５割以上、休日労働が深夜に及んだ場合には６割以上の割増率
で計算した割増賃金をそれぞれ支払わなければなりません。

出典：(厚労省)モデル就業規則(令和４年11月)抜粋【第40条割増賃金】
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1-4．厚生労働省モデル就業規則(令和4年11月版)

２ 会社の定める所定労働時間が法定労働時間よりも短い場合、所定労働時間を超えて法定労働時間に達する
までの時間分については、労基法を上回る措置として割増賃金を支払う契約となっていない限り、通常の労働時
間の賃金を支払えばよいこととなります。

３ 月給制の場合の割増賃金の計算の基礎となる１時間当たりの賃金は、基本給と手当（本規程例の場合、役
付手当、技能・資格手当及び精勤手当が該当します。家族手当や通勤手当等割増賃金の算定基礎から除
外することができる手当は除きます。）の合計を、１か月における所定労働時間数（ただし、月によって所定労
働時間数が異なる場合には、１年間における１か月の平均所定労働時間数）で除して算出します。また、時
間給の場合は、時間額が１時間当たりの賃金となります（労基則第１９条）。

４ 割増賃金の算定基礎から除外することができる賃金には、家族手当や通勤手当のほか、別居手当、子女教育
手当、住宅手当、退職金等臨時に支払われた賃金、賞与等１か月を超える期間ごとに支払われる賃金があり
ます（労基法第３７条第５項、同法施行規則第２１条）が、これらの手当を除外するに当たっては、単に名
称によるのでなく、その実質によって判断しなければなりません。

５ 労基法第４１条第２号に定める「監督又は管理の地位にある者」（以下「管理監督者」といいます。）につい
ては、同条によって労働時間、休憩及び休日に関する規定は適用しないとされている一方、深夜労働に関する
規定の適用は排除されていません。このため、時間外労働又は休日労働の割増賃金の支払の問題は生じませ
んが、深夜労働については割増賃金を支払わなければなりません。

出典：(厚労省)モデル就業規則(令和４年11月)抜粋【第40条割増賃金】
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1-5．厚生労働省モデル就業規則(令和4年11月版)

６ 月６０時間を超える時間外労働については、割増賃金率は５割以上とされています。ただし、中小企業につ
いては、令和５年３月３１日までの間、引上げが猶予され、月６０時間を超える時間外労働の部分につい
ても２割５分以上とされています。
適用が猶予される中小企業に該当するか否かについては、「出資金の額又は出資の総額」と「常時使用する

労働者の数」で判断されます。社会福祉法人等で資本金や出資金の概念がない場合には、労働者数のみで
判断することとなります。

【適用が猶予される中小企業】

また、中小企業にも時間外労働の限度基準は適用されますので、特別条項付き三六協定を結ぶ際に、特
別の事情のもとに限度時間を超えて時間外労働させる場合の当該限度時間を超える時間外労働に係る割増
率を定めた場合には、これを就業規則に盛り込まなければなりません。
なお、１か月６０時間の算定には、法定休日に労働した時間数は含まれませんが、法定外の休日に行っ

た労働における時間外労働の時間数は含まれます。

常時使用する労働者の数資本金の額または出資の総額業種

５０人以下又は５，０００万円以下小売業

１００人以下又は５，０００万円以下サービス業

１００人以下又は１億円以下卸売業

３００人以下又は３億円以下その他

出典：(厚労省)モデル就業規則(令和４年11月)抜粋【第40条割増賃金】
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2-1．就業規則(賃金規程)の改定

福井労働局リーフレット(抜粋)

出典：(福井労働局)令和５年４月１日から中小企業も時間外労働の割増賃金率を引き上げる必要があります！


